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１．立地適正化計画の概要

2014年(平成26年)８月、都市再生特別措置法の改正により「立地適正化計画」が制度化され、これにより、

都市計画法を中心とした従来の土地利用規制に加え、居住や都市機能の誘導と公共交通の連携による集約型都

市構造の形成に向けた取組を推進することが可能となりました。

本市においても、人口減少や高齢化が進行する中、将来にわたり、誰もが安心して快適に生活できるまち

づくりを進めるため、2019年(平成31年)３月に徳島市立地適正化計画を策定しました。

居住促進区域：人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるようにするため、

都市の居住者の居住の誘導を図るべき区域 （※本市では、居住誘導区域を居住促進区域と表記）

都市機能誘導区域：都市の居住者に対する生活サービスの効果的な提供を図るため、都市機能増進施設(誘導施設)の立地

の誘導を図るべき区域

都市機能増進施設(誘導施設)：居住者の共同の福祉や利便性の向上を図るために、都市機能誘導区域ごとに設定する医療、

福祉、商業などの施設
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２．立地適正化計画の改定

（１）本計画の調査、分析及び評価による見直しの検討

都市再生特別措置法第84条の規定により、立地適正化計画を作成した場合におい

ては、おおむね５年ごとに、当該立地適正化計画の区域における住宅及び都市機能増

進施設の立地の適正化に関する施策の実施の状況についての調査、分析及び評価を行

うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、立地適正化計画及びこれに関す

る都市計画を変更するものとされています。

（２）防災指針の作成

2020年(令和２年)６月に都市再生特別措置法が改正され、頻発・激甚化する自然災

害に対応するため、立地適正化計画に「防災指針」の作成が位置づけられました。
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３．市民アンケート調査

「徳島市立地適正化計画」の調査、分析及び評価による見直し検討のため、防災意識、都市機能
の利用実態、まちづくりに求めるもの、計画の認知度等についての市民の意向・意見を把握しま
す。

（２）調査の概要

（１）市民アンケート調査の目的

（３）回収状況

回収数は1,305件、回収率は43.5％でした。
なお、前回2017年(平成29年)実施時の回収率は33.7％で、約10％向上しました。
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調査手法

・配布：郵送
・回答：郵送またはインターネット
・調査期間中に、調査対象者にアンケートの回答促進を目的としたはがきを送付し回答期間
延長

調査対象 ・市民3,000人（満18歳以上、住民基本台帳から無作為抽出）

調査期間
・発 送：令和４年（2022年）10月31日（月）
・回答締切：令和４年（2022年）11月18日（金）【当初】

令和４年（2022年）11月23日（水）【期間延長】

実施主体 徳島市



３．市民アンケート調査

年齢は、回答者数1,301人のうち、「７.70歳以上」が25.2％、「６.60～69歳」が20.2％と
なっており、60歳以上が多くなっています。前回調査時と同様に60歳以上の回答数が多くなって
いる結果となりました。

（４）回答者の年齢
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３．市民アンケート調査

居住地は、回答者数1,295人のうち、「19.八万」が138人で最も多く、次いで「９.加茂名」
が107人、「７.加茂」が92人となっています。回答者数が多い地区の順番は、本市の地区別人
口と同傾向となっています。なお、アンケートの配布は23行政地区の人口割合に応じて無作為
に抽出し、配布しました。

（５）回答者の居住地
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３．市民アンケート調査

57.5%

46.8%

55.6%

22.2%

54.5%

33.4%

居住地区が危険だと認識
している人の割合

令和４年度

市全体

（６）災害に対する意識

災害に対する意識について、「地震」、「液状化」、「津波」、「洪水」に対しては自らの
居住地区が危険だと認識している人の方が多くなっています。

地域別では、沿岸部の地域で「地震」、「洪水」に関する災害に対して、危険だと認識して
いる人の割合が多くなっています。（参考資料１のＰ26･Ｐ28･Ｐ30･Ｐ34を参照）
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３．市民アンケート調査

（７）防災面から考えた移住意向

防災面から考えた転居（引越し）意向は、回答者数1,266人のうち、「３.防災面に不安はある
が、引越しせずに住み続けたい」が53.7％で5割以上を占め、次いで「４.今の場所が安全なので
引越しする必要がない」が33.0％となっており、防災面から転居（引越し）を考える人は少ない
といえます。

地域別では、沿岸部の地域において、「４.今の場所が安全なので引越しする必要がない」は
２割前後となっており、他の地域と比べて格段に低く、防災面から現在の居住地に不安を抱えて
いることが考えられます。

地域別

市全体
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３．市民アンケート調査

（８）災害への備えに対する行政への期待

災害への備えとして、行政に期待していることについて、回答者数1,241人に対する回答数は、
「２.公共施設の防災対策の推進」が653人で最も多く、次いで「１.河川、海岸、山地の防災対
策の推進」が594人、「３.住まいの防災対策の支援」が335人となっており防災対策の更なる推
進を期待しています。
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３．市民アンケート調査

（９）ア）日常生活について、食料品・日用品の買物でよく利用する場所

回答者数1,228人に対する回答数の７割以上が「お住まいの地区」で食料品・日用品の買物を
行っています。

地域別にみると、「Ａ.川内・応神地域」や「Ｃ．入田・上八万地域」、「Ｄ．多家良
地域」で「お住まいの地区」での利用割合が低く、地区外での利用割合が高くなってい
ます。
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藍住町 北島町 小松島市 佐那河内

村

石井町 松茂町 勝浦町 神山町 その他

市区町村

全体 1,228 4.6 4.6 5.0 0.0 3.5 0.5 0.1 0.0 1.5 0.9

A.川内・応神地域 102 21.6 47.1 0.0 0.0 1.0 2.9 0.0 0.0 2.9 1.0

B.国府・不動・北井上・南井上地域 122 7.4 0.8 0.0 0.0 21.3 0.0 0.0 0.0 2.5 0.0

C.入田・上八万地域 68 1.5 0.0 1.5 0.0 10.3 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5

D.多家良地域 28 0.0 0.0 60.7 0.0 0.0 0.0 3.6 0.0 0.0 0.0

E.昭和・津田地域 123 0.8 0.8 4.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 1.6

F.渭北・渭東・沖洲地域 233 3.0 1.7 0.4 0.0 1.3 1.3 0.0 0.0 1.3 1.7

G.佐古・加茂・加茂名地域 245 4.9 0.4 0.4 0.0 2.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.8

H.内町・新町・東富田・西富田地域 94 1.1 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 0.0

I.八万・勝占地域 203 2.0 0.5 17.2 0.0 0.5 0.0 0.0 0.0 2.5 0.5

回答者数（無回答を除く）「ｎ」に対する回答数の割合（％）

利用しな

い（通販

等含む）

お住まいの地区以外
ｎ

（人）

A.川内・

応神地域

B.国府・

不動・北

井上・南

井上地域

C.入田・

上八万地

域

D.多家良

地域

E.昭和・

津田地域

F.渭北・

渭東・沖

洲地域

G.佐古・

加茂・加

茂名地域

H.内町・

新町・東

富田・西

富田地域

I.八万・

勝占地域

全体 1,228 78.3 0.3 2.5 0.0 0.0 4.9 9.5 8.7 1.5 5.9

A.川内・応神地域 102 54.9 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.6 0.0 0.0 0.0

B.国府・不動・北井上・南井上地域 122 73.8 0.0 9.8 0.0 0.0 0.0 0.8 17.2 0.8 0.0

C.入田・上八万地域 68 51.5 0.0 11.8 0.0 0.0 8.8 7.4 5.9 1.5 29.4

D.多家良地域 28 35.7 0.0 0.0 0.0 0.0 21.4 7.1 0.0 3.6 25.0

E.昭和・津田地域 123 91.1 0.8 0.0 0.0 0.0 8.1 12.2 0.0 2.4 4.9

F.渭北・渭東・沖洲地域 233 91.8 0.0 0.4 0.0 0.0 1.7 12.9 3.9 0.4 1.7

G.佐古・加茂・加茂名地域 245 88.2 0.0 4.1 0.0 0.0 0.4 4.1 20.0 1.2 0.0

H.内町・新町・東富田・西富田地域 94 69.1 1.1 0.0 0.0 0.0 10.6 24.5 20.2 7.4 13.8

I.八万・勝占地域 203 76.4 0.0 0.0 0.0 0.0 11.3 4.9 2.0 0.5 10.8

お住まいの地区以外

回答者数（無回答を除く）「ｎ」に対する回答数の割合（％）

ｎ

（人）
お住まい

の地区



３．市民アンケート調査

（９）イ）日常生活について、食料品・日用品の買物で、最も利用する移動手段

いずれの地域においても「４．車」の利用割合が高くなっていますが、「Ｈ．内町・新町・東
富田・西富田地域」では「１．徒歩」「２．自転車」の利用割合が他の地域に比べて高くなって
います。
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A.現在の水準を維持
向上してほしい分野

B.現状維持分野
D.満足度も重要度も

低い分野

C.優先的に取り組み、
改善してほしい分野

３．市民アンケート調査

（１０）日常生活についての「満足度」・「重要度」

日常生活の行動18項目に対して満足度、重要度を点数化し、計画策定時に実施した調査結果と
比較したところ、すべての項目において、満足度指数は向上しております。

前回値
(平成30年)

今回値
(令和4年)

重要度指標
平均値 0.92 0.93
満足度指標
平均値 0.42 0.59

前回調査との比較
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３．市民アンケート調査

（１１）公共交通（鉄道・路線バス）の利用において重視すること

回答者数1,201人に対する回答数は、「２．居住地からバス停・駅が近い」が873人で最も多く、
次いで「１．運行本数が多い」が731人、「４．目的地がバス停・駅から近い」が531人となって
います。
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３．市民アンケート調査

計画策定時に定めた３つのまちづくりの方針について、イメージの変化を質問したところ、方
針①と方針②はともに悪化しており、方針③については向上しています。

1.0%

1.1%

15.2%

16.6%

40.6%

36.1%

43.2%

46.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね５年前

現在

1.とても当てはまる 2.ある程度当てはまる 3.少し当てはまる 4.全く当てはまらない

n=1,113

n=1,135

（ｎ：回答者数）

1.5%

2.3%

18.7%

23.9%

44.2%

38.1%

35.7%

35.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね５年前

現在

1.とても当てはまる 2.ある程度当てはまる 3.少し当てはまる 4.全く当てはまらない

n=1,093

n=1,111

（ｎ：回答者数）

1.5%

1.5%

14.4%

13.0%

37.2%

32.5%

46.9%

53.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

概ね５年前

現在

1.とても当てはまる 2.ある程度当てはまる 3.少し当てはまる 4.全く当てはまらない

n=1,113

n=1,136

（ｎ：回答者数）

（１２）徳島市立地適正化計画に掲げる３つのまちづくりの方針
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方針①

県の拠点都市に相応しい都市機
能を集積し、人の交流（にぎわ
い）を創出するまちづくり

方針②

市民が生涯を通じ、健康で元気
に活躍できるまちづくり

方針③

子育て世代が働きながら安心し
て子育てできるまちづくり



４．計画策定時と現状の比較

計画策定時（平成31年(2019年)３月）から現在に至るまでの、まちの変化を把握し、施策や具
体的な取組を分析・評価することを目的として、人口や土地利用などの各種データについて、計
画策定時と現在の比較を行います。
比較を行った項目については、以下に示すとおりです。
なお、詳細は参考資料２「計画策定時と現状の比較」を参照してください。

大項目 中項目 小項目 備考

人口

人口・
世帯数の

推移

①人口の推移
令和２年(2020年)の国勢調査と国立社会保障・人口問題研究所(平成30年(2018年)3月30日の公表資料)をもと
に更新

②世帯数の推移 令和２年(2020年)の国勢調査をもとに更新

人口流動 ③流入・流出人口の推移 令和２年(2020年)の国勢調査をもとに更新

自然動態 ④自然増減数の推移 令和４年版 徳島市統計年報をもとに更新

社会動態

⑤社会増減数の推移 令和４年版 徳島市統計年報をもとに更新

⑥年齢別の転出入の推移 令和３年(2021年)徳島県人口移動調査年報をもとに更新

⑦転出入の状況 令和３年(2021年)徳島県人口移動調査年報をもとに更新

土地
利用

土地利用
状況

⑧土地利用状況 平成30年（2018年）の都市計画基礎調査をもとに更新

⑨用途地域 徳島東部都市計画総括図をもとに更新

⑩空き家の状況 徳島市空家等実態(追跡)調査業務委託 調査結果報告書」(令和４年度(2022年度))をもとに更新

人口集中
地区(DID) ⑪人口集中地区(DID)の推移 令和２年(2020年)の国勢調査をもとに更新

都市
交通

公共交通の
利用状況

⑫バス停別運行本数 徳島市ホームページ、徳島バスホームページをもとに更新

⑬鉄道・バスの利用者数の推移 令和４年版 徳島市統計年報をもとに更新

経済
活動
と
地価

就業人口・
就業率

⑭産業別就業人口の推移 令和２年(2020年)の国勢調査をもとに更新

⑮男女別就業率の推移 令和２年(2020年)の国勢調査をもとに更新

共働き世帯等 ⑯共働き世帯の状況 令和２年(2020年)の国勢調査をもとに更新

地価 ⑰地価の推移
土地・建設産業局「地価公示資料」(国土数値情報より)における令和元年(2019年)から令和４年(2022年)まで
のデータをもとに更新

健康

健康寿命 ⑱健康寿命 「厚生労働省 第18回健康日本21(第二次)推進専門委員会」資料３(令和４年(2022年)６月16日)をもとに更新

糖尿病
粗死亡率

⑲糖尿病粗死亡率の推移 徳島県ホームページをもとに更新

財政

歳入 ⑳歳入の推移 令和４年版 徳島市統計年報をもとに更新

歳出 ㉑歳出の推移 令和４年版 徳島市統計年報をもとに更新

税収の傾向 ㉒市税の推移 令和４年版 徳島市統計年報をもとに更新

公共施設等の状況 ㉓公共施設の状況 「徳島市公共施設等総合管理計画」平成28年(2016年)12月(令和４年(2022年)３月一部改定)をもとに更新
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1,071 381 182 104 5,366 7,549

46,933 42,880 38,797 35,389 32,795 29,732
28,063 26,191 24,375 22,763 21,619

182,064 184,132 181,177 177,418
164,930

151,895 147,936

140,378 132,771
124,460

113,295

33,288 41,313 48,062 54,922 61,457 69,378
76,142 77,519 78,150

78,579 80,711

(263,356) (268,706) (268,218) (267,833) (264,548) (258,554) (252,141)
(244,088)

(235,296)
(225,802)

(215,625)

12.6
15.4

17.9
20.5

23.2
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30.2
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成2
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令和2

(2020)

令和7

(2025)

令和12

(2030)

令和17

(2035)

令和22

(2040)

高齢化率（％）（人）

不詳 0～14歳 15～64歳 65歳以上 高齢化率

４．計画策定時と現状の比較

（１）人口の推移

【計画策定時からの変化】
・令和２年(2020年)の人口は、計画策定時には252,141人と推計されていましたが、実績値252,391人(250人多い)となっており、社人研推計

よりも高い人口で推移しています。

【課題】
・社人研推計よりも高い人口で推移していますが、居住促進区域内での人口誘導が図られているかどうかなど人口増減の場所に着目し、コ

ンパクトシティの進捗状況を評価する必要があります。

■人口の推移

出典：総務省「国勢調査」(平成２年(1990年)から令和２年(2020年))

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計(都道府県・市区町村)」(平成30年(2018年)推計)

■人口推計(平成27年（2015年）) 

■人口推計(令和２年（2020年）) 

推計人口

出典：総務省「国勢調査」（平成２年(1990年)から平成27年(2015年)）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計(都道府県・市区町村)」(平成30年(2018年)推計)

推計人口
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４．計画策定時と現状の比較

（１）人口の推移

【課題】
・居住促進区域内に限らず、人口が増加しているエリアもある

ため、引き続き、居住促進区域内への緩やかな誘導を促すこ
とが必要です。

【計画策定時からの変化】
・総人口で見ると、居住促進区域内外にかかわらず人口増減し

ています。
・居住促進区域内に着目すると、徳島駅周辺などの中心市街地

よりも、一級河川吉野川の右岸側エリア（黄色〇箇所）や南
庄町周辺（黄色〇箇所）で人口が増加したエリアがまとまっ
て分布しています。

■総人口の増減図(平成27年(2015年)⇒令和２年(2020年))

凡例
都市計画区域

居住促進区域

市街化区域

地域界

鉄道

鉄道駅

徳島市役所

人口増減

-15人未満

-15人以上-10人未満

-10人以上-５人未満

-５人以上

０人

５人未満

５人以上 10人未満

10人以上 15人未満

15人以上

最大：107人
最小：-145人

出典：総務省「国勢調査」(平成27年(2015年)、令和２年(2020年)） 16



４．計画策定時と現状の比較

（２）土地利用状況

【計画策定時からの変化】
・計画策定時から大きな変化はなく、住宅用

地の割合は住居系以外の用途地域でも高い
状況です。
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準工業地域

工業地域

工業専用地域

市街化調整区域

市全体
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公共施設用地 道路用地 交通施設用地 公共空地
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出典：徳島市「都市計画基礎調査」（平成30年（2018年））
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都市計画区域
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出典：徳島市「都市計画基礎調査」（平成25年（2013年））

■土地利用別面積の構成比(平成25年（2013年）)   ■土地利用状況 (平成25年（2013年）) 

■土地利用別面積の構成比(平成30年（2018年）)   ■土地利用状況 (平成30年（2018年）) 

【課題】
・住宅については引き続き、居住促進区域内

への緩やかな誘導を促すことが必要です。
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４．計画策定時と現状の比較

（３） 空き家の状況

【計画策定時からの変化】
・計画策定時の前回調査(平成28年度(2016年度))から空き家件数は約2,000件増加しています。空き家率は、2.4%から4.0％へと増加してい

ます。
・徳島市空家等実態(追跡)調査業務委託 調査結果報告書をみると、「建物等の老朽化が進行しているものの、倒壊や落下の危険性はな

い」もの(今後、特定空家となる恐れがあるもの)が増加しています。(空き家全体の約７割)

【課題】
・今後、特定空家となる恐れのある建物への対策が必要です。

出典：徳島市「徳島市空家等実態(追跡)調査業務委託 調査結果報告書」(令和４年 (2022年)２月)をもとに作成

前回：平成28年度調査
今回：令和３年度調査

地域別
空き家率（％）

前回 今回

川内・応神地域 1.5 2.5

国府・不動・北井上・南井上地域 2.0 2.8

入田・上八万地域 2.1 4.4

多家良地域 2.1 3.6

昭和・津田地域 4.2 7.1

渭北・渭東・沖洲地域 2.7 3.8

佐古・加茂・加茂名地域 2.3 3.7

内町・新町・東富田・西富田地域 2.0 4.3

八万・勝占地域 2.3 4.3

市全域 2.4 4.0
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【全体 】＋2,001 件/156.2%

(空き家件数 )

＋131件
160.1%

＋118件
131.6%

＋171件
197.7%

＋79件
162.7%

＋295件
150.5% ＋166件

126.7%

＋319件
149.3%

＋233件
186.6%

＋ 489 件

189.1%

※空き家率＝地域の空き家件数/地域の建物件数
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■地域別の空き家件数



４．計画策定時と現状の比較

（参考１） 建築の動向

【計画策定時からの変化】
・建築確認申請（住宅）の件数は、一時、減少したものの、令和３年度(2021年度)には再び増加、割合については、計画策定前後から大き

な変化はなく、市街化区域内で約７割、市街化調整区域で約３割で推移しています。

【課題】
・計画策定後でも、市街化区域（居住促進区域）への誘導が必ずしも進んでおらず、引き続き、居住促進区域内への居住誘導を促す取組や

市街化調整区域での開発許可の運用の厳格化※が必要です。
※徳島市では、令和４年(2022年)４月から、市街化調整区域の開発許可基準の見直しを行い、「災害リスクの高いエリア」での開発行為が原則禁止又は厳格化され、住宅などの建築物にお

いても開発許可が厳格化されています。

市街化区域

■区域別の建築確認申請（住宅）の状況《件数》 ■区域別の建築確認申請（住宅）の状況《割合》

出典：徳島市「建築確認申請台帳」(平成26年度(2014年度)から令和３年度(2021年度))※集計対象とした主要な用途は「一戸建て住宅」「共同住宅」「長屋」

※集計対象とした工事種別は「新築」

※平成26年度(2014年度)から令和元年度(2019年度)までは、計画策定前であり誘導区

域内外の集計がないため、建築確認申請台帳の住所をアドレスマッチングにより緯

度経度へ変換し、GIS上でプロットしたものを集計。

アドレスマッチングで位置の特定ができなかった37件については集計対象外とした。
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４．計画策定時と現状の比較

（４）人口集中地区（ＤＩＤ）の推移

【計画策定時からの変化】
・人口集中地区（DID）の面積は増加し続けている一方で、人口集中地区（DID）の人口密度は、減少し続けています。

【課題】
・引き続き、居住促進区域内への穏やかな誘導を促すことが必要です。

凡例

昭和45年(1970年)DID
昭和55年(1980年)DID
平成２年(1990年)DID
平成12年(2000年)DID
平成22年(2010年)DID
平成27年(2015年)DID
令和２年(2020年)DID
市街化区域

出典：総務省「国勢調査」(昭和45年(1970年)から令和２年(2020年))

■人口集中地区の指定状況(令和２年(2020年)時点)
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４．計画策定時と現状の比較

（５）バス停別運行本数

【計画策定時からの変化】
・バス路線の再編により、市街化区域内では川内・応神地域や加茂名地区の南西側（赤色〇箇所）で、１日の本数が片道10～20本だった路

線が片道10本未満に減少しています。

凡例

鉄道・駅

バス路線・バス停

主な道路

都市計画区域

市街化区域

100本／日以上
50～100本／日
30～50本／日
20～30本／日
10～20本／日
10本／日未満

※平日の運行本数の上下線平均値

【課題】
・居住促進区域をはじめとした市街地における公共交通の路線の維持・確保が必要です。

出典：「市営バス時刻表」（平成29年（2017年）５月時点）

「徳島バス時刻表」（平成29年（2017年）９月時点）
21

■バス停別の運行本数（片道）の比較
■平成29年（2017年）市営バス：５月時点、徳島バス:９月時点 ■令和５年（2023年）５月時点

出典：「市営バス時刻表」（令和５年（2023年）５月時点）

「徳島バス時刻表」（令和５年（2023年）５月時点）



４．計画策定時と現状の比較

（６） 鉄道・バスの利用者数の推移

【計画策定時からの変化】
・鉄道及びバスの利用者数は、新型コロナウイルス感染症の影響によると考えられる令和２年(2020年)に大きく減少しました。令和２年

(2020年)以前では、鉄道はほぼ横ばい、バスは減少傾向が続いています。

【課題】
・大幅に減少した利用者数の回復につながる取組を進めていくことが必要です。

22

出典：徳島市「徳島市統計年報」（平成17年度から令和４年度版）

■鉄道・バスの利用者数の推移
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４．計画策定時と現状の比較

（７）地価

【計画策定時からの変化】
・下落傾向は落ち着き、横ばいで推移しています。

【課題】
・地価の下落は、地域の魅力や活力減少を示すとともに、歳入（税収）へも直結するため、引き続き、まちのにぎわいや魅力を高めるまち

づくりが必要です。
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４．計画策定時と現状の比較

（参考２）洪水・津波リスクの低い区域

【計画策定時からの変化】
・計画策定後、全ての河川でＬ２想定のデータが揃ったことにより、リスクの低い区域が減少しています。

【課題】
・山地部を除く本市の大部分が洪水・津波リスクが高い区域であることから、洪水・津波による被害を完全に排除することは難しく、ハー

ド、ソフト両面からの総合的な防災・減災対策が必要です。

※出典については資料２「防災指針について」参照
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■令和５年（2023年）５月時点■平成29年（2017年）

■洪水・津波リスクの低い区域



５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

計画では、設定した３つの「まちづくり方針」と８つの「まちづくり施策」を計画的・効率的
に推進するため、具体的に取り組む事業を整理し、取組内容や取組工程等を示した「徳島市立地
適正化実施計画」を策定し、38の「具体的な取組」を掲げています。これらの達成状況を分析・
評価し、施策などの必要性や妥当性を客観的かつ定量的に評価するため、評価指標及び評価指標
の目標を達成することで期待される効果を設定しています。

（１）居住及び公共交通に関する評価指標
・居住促進区域内の人口密度
・居住促進区域内の鉄道駅の１日平均乗車人員（９駅合計）※吉成駅を除く
・居住促進区域内の循環バス路線の１日平均輸送人員（中央循環線・東部循環線・南部循環

線）

（２）まちづくり方針を踏まえた評価指標
・方針① 中心商店街の歩行者通行量（平日と休日の平均）
・方針② 日常生活において歩行・運動を１日１時間以上実施する人の割合
・方針③ 出産や子育てがしやすいと感じる市民の割合

（３）期待される効果
・徳島市に住み続けたいと思う市民の割合

評価指標及び期待される効果

評価指標の設定
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（１）居住及び公共交通に関する評価指標 （居住）

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

居住に関する評価指標 ※設定値(2015年) 現状値(2020年) 目標値(2040年)

居住促進区域内の人口密度 53.8人／ha 53.7人／ha 51.0人／ha

※設定値は計画策定時の現状値です

出典：総務省「国勢調査」(2020年(令和２年)の人口）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口
(2018年(平成30年)推計)」(2040年(令和22年)の推計人口）

♦実施中の具体的な取組

①⑯㉘公共施設の集約化・複合化、⑥空き店
舗の利活用の促進(空き店舗の改装支援など)
⑦地域産業の振興、㉒徳島市地域公共交通網
形成計画の推進、㉚仕事と子育てが両立でき
る環境づくり（利用者支援事業など）など

・検討、計画段階の取組がある中で、
2020年（令和２年）時点で当年の目標推移
53.2人/haを上回る53.7人/haとなっていま
す。

52.9 52.2
51.0

42.5
40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

2005

（平成17）

2010

（平成22）

2015

(平成27）

2020

（令和2）

2040

（令和22）

市街化区域内(参考)

居住促進区域内【目標推移】

47.0

目標
51.0

（人/ha）

現状
53.7

当初計画
策定時の
現状値
53.8

53.2

52.4

居住促進区域内【趨勢推移】 ～ ～
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（１）居住及び公共交通に関する評価指標 （公共交通）

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

公共交通に関する評価指標 ※設定値(2016年) 現状値(2021年） 目標値(2040年)

居住促進区域内の鉄道駅の１日平均乗車人員
（９駅の合計）※吉成駅を除く

11,674人 8,689人 11,674人以上

※設定値は計画策定時の現状値です

出典：徳島市「徳島市統計年報」（令和４年度版）

♦実施中の具体的な取組

㉒徳島市地域公共交通網形成計画の推
進、⑱公共交通などのバリアフリー化
など

・各種取組を進め、2018年（平成30年）
及び2019年（令和元年）は目標を上回
っていましたが、コロナ禍によって人
の移動の自粛・制限が求められ、交通
需要が大きく縮小したことなどから
2021年（令和３年）時点で8,689人と、
計画策定時の値を大きく下回っていま
す。

11,604 

当初計画

策定時の

現状値

11,674 11,620 11,788 11,792 

8,616 

現状

8,689 

目標

11,674 人

以上

0

4,000

8,000

12,000

16,000

2015

（平成27）

2016

（平成28）

2017

（平成29）

2018

（平成30）

2019

（令和元）

2020

（令和2）

2021

（令和3）

2040

（令和22）

～～

（人）
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（１）居住及び公共交通に関する評価指標 （公共交通）

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

公共交通に関する評価指標 ※設定値(2016年) 現状値(2021年) 目標値(2040年)

居住促進区域内の循環バス路線の１日平均輸送人員
（中央循環線・東部循環線・南部循環線の合計） 2,826人 2,153人 2,826人以上

※設定値は計画策定時の現状値です

出典：徳島市「徳島市統計年報」（令和４年度版）

♦実施中の具体的な取組

㉒徳島市地域公共交通網形成計画の
推進、⑱公共交通などのバリアフリ
ー化、⑳高齢者が外出しやすい環境
づくり（バス無料乗車証の交付）
など

・各種取組を進め、2019年（令和元
年）までは目標を上回っていました
が、コロナ禍によって人の移動の自
粛・制限が求められ、交通需要が大
きく縮小したことなどから2021年
（令和３年）時点で2,153人と、
計画策定時の値を大きく下回ってい
ます。

3,382 

当初計画

策定時の

現状値

2,826 
3,163 

3,349 
3,161 

2,283 
現状

2,153 

目標

2,826 人

以上

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2015

（平成27）

2016

（平成28）

2017

（平成29）

2018

（平成30）

2019

（令和元）

2020

（令和2）

2021

（令和3）

2040

（令和22）

（人）

～～
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（２）まちづくりの方針を踏まえた評価指標 （方針①）

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

方針①
県の拠点都市に相応しい都市機能を集積し、人の交流（にぎわ
い）を創出するまちづくり

評価指標 ※設定値(2017年) 現状値(2022年) 目標値(2040年)

中心商店街の歩行者通行量（平日と休日の平均） 16,343人 14,855人 16,343人以上

出典：徳島市中心商店街通行量調査

♦実施中の具体的な取組

①公共施設の集約化・複合化、⑥空き店舗
の利活用の促進（空き店舗の改装支援）、
⑦地域産業の振興など

・各種取組を進め、2019年(令和元年)は目標
を上回っていましたが、コロナ禍の影響によ
り、2021年(令和３年)に大きく減少し、2022
年(令和４年)もその影響が続いており、
14,855人と計画策定時の値を下回っています。15,573 

当初計画

策定時の

現状値

16,343 
17,191 

12,110 

現状

14,855 

目標

16,343 人

以上

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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（平成29）
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（令和元）
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（令和3）

2022

（令和4）

2040

（令和22）

※設定値は計画策定時の現状値です

（人）

～ ～
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（２）まちづくりの方針を踏まえた評価指標 （方針②）

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

方針② 市民が生涯を通じ、健康で元気に活躍できるまちづくり

評価指標 ※設定値(2017年) 現状値(2021年) 目標値(2040年)

日常生活において
歩行・運動を１日１時間以上実施する人の割合 49.4％ 48.1％ 60.0％

出典：特定健康診査質問票

♦実施中の具体的な取組
⑱公共交通などのバリアフリー化、⑲高齢者の生
きがいづくりと健康づくりの推進（高齢者の生き
がいづくりと健康づくり推進事業など）、⑳高齢
者が外出しやすい環境づくり（バス無料乗車証の
交付）など

・過度に自動車に依存せず、気軽に運動に取
り組める環境の形成などに取り組んでいます
が、日常生活における歩行・運動時間の改善
にはつながっておらず、指標値は計画策定時
から微減傾向で、改善に至っていません。

50.5

当初計画

策定時の

現状値

49.4 49.2 48.0 48.1

現状

48.1

目標

60.0％

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0
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（平成27）

2017

（平成29）

2018

（平成30）

2019

（令和元）

2020

（令和2）

2021

（令和3）

2040

（令和22）

（％）

～ ～

※設定値は計画策定時の現状値です
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（２）まちづくりの方針を踏まえた評価指標 （方針③）

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

方針③ 子育て世代が働きながら安心して子育てできるまちづくり

評価指標 ※設定値(2018年) 現状値(2022年) 目標値(2040年)

出産や子育てがしやすいと感じる市民の割合 56.6％ 45.9％ 80.0％

出典：市民満足度調査結果

♦実施中の具体的な取組

㉘公共施設の集約化・複合化（市立認定こ
ども園）、㉙教育・保育環境の充実（私立
認定こども園の普及促進）、㉚仕事と子育
てが両立できる環境づくり（利用者支援事
業）など

・教育・保育施設の再編や安心して快適に暮
らせる環境整備などに取り組んでいますが、
2022年（令和４年）時点で45.9％と、計画
策定時の値を下回っています。

64.8

当初計画

策定時の

現状値

56.6 54.7
59.7

48.1
現状

45.9

目標

80.0％

0.0

20.0

40.0
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80.0
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2040

（令和22）

（％）

～ ～

※設定値は計画策定時の現状値です
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（３）期待される効果

５．計画の調査・分析及び評価

５－１ まちづくり施策の評価

期待される効果 ※設定値(2018年) 現状値(2022年) 目標値(2040年)

徳島市に住み続けたいと思う市民の割合 83.7％ 83.5％ 100％

出典：市民満足度調査結果

・徳島市に住み続けたいと思う市民の割合は
調査年によってばらつきはあるものの、８割
程度を維持しています。
・６つの評価指標のうち、「居住促進区域内
の人口密度」以外は、計画策定時から横ばい
又は悪化しています。

89.7

当初計画

策定時の

現状値
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79.4 79.9
86.4
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※設定値は計画策定時の現状値です

～～
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５．計画の調査・分析及び評価

• 居住に関する評価指標である「居住促進区域内の人口密度」については、計画で設定してい

た目標値に対する目標推移は上回っていますが、公共交通に関する評価指標である「居住促

進区域内の鉄道の１日平均乗車人員」、「居住促進区域内の循環バス路線の１日平均輸送人

員」は減少が著しい結果となっています。

• まちづくりの方針を踏まえた評価指標では、方針①「中心商店街の歩行者通行量（平日と休

日の平均）」、方針②「日常生活において、歩行・運動を１日１時間以上実施する人の割

合」、方針③「出産や子育てがしやすいと感じる市民の割合」すべての指標で計画策定時に

設定した目標値を下回っています。

• 期待される効果としての「徳島市に住み続けたいと思う市民の割合」では、計画策定時から

８割程度を維持しています。

• 集約型都市構造の構築に向け、様々な施策に取り組んでいますが、コロナ禍での価値観の変

化や多様な暮らし方・働き方、それに伴う社会経済情勢の変化などが計画どおり施策を推進

できていない要因であると考えられます。

５－２ まちづくり施策の評価（まとめ）
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５．計画の調査・分析及び評価

５－３ 都市機能誘導区域内の誘導施設の立地状況

34

都市機能誘導施設の立地状況について、維持・充実する施設は、概ね維持していますが、新た
に誘導する施設は、誘導が進んでいない状況です。

都市機能誘導区域の誘導施設の立地状況 令和５年３月末時点

※●印：新たに誘導する施設、◆印：維持・充実する施設

※赤印：計画のとおり誘導・維持・充実されている施設

※黒印：計画のとおり誘導・維持・充実されていない施設

蔵
本
駅

府
中
駅

安
宅
・
沖
洲

津
田

応
神

医療 地域医療支援病院・特定機能病院 ◆ ◆

病児保育施設 ● ◆ ◆

子育て世代活動支援センター ●

認定こども園 ◆ ● ● ● ● ◆

大学 ◆ ◆ ◆

図書館 ◆

博物館・美術館 ◆

文化ホール ●

スポーツ・運動施設 ◆ ◆ ●

生涯学習施設 ◆ ◆ ◆ ◆
健康増進 運動型健康増進施設 ● ● ●

大型複合商業施設 ◆

スーパーマーケット ◆ ● ◆ ◆ ◆ ●

地域交流センター ◆ ◆ ◆ ● ● ●

にぎわい交流センター施設 ◆
起業・創業 起業者育成支援施設 ◆ ●

交流

地域
都市機能誘導区域

中
心
都
市
機
能

誘
導
区
域

誘導施設

子育て支援

教育・文化

商業



５．計画の調査・分析及び評価

５－４ 徳島市立地適正化実施計画と都市構造再編集中支援事業

• 「徳島市立地適正化実施計画」で設定した38の「具体的な取組」のうち、計画・検討段階等

の取組については、引き続き取り組んでいくとともに、既に実施中の取組についても現状の

課題を踏まえ、更なる推進を図ります。また、このたびの改定に伴う新たな取組についても

検討していきます。

• 新町西地区市街地再開発事業や徳島文化芸術ホール（仮称）の整備等の実施のほか、令和４

年度から令和８年度までの５年間を計画期間とした「都市再生整備計画」に位置づけた、国

の支援措置である「都市構造再編集中支援事業」を活用し、誘導施設や事業に対する支援

等も引き続き検討します。

35



５．計画の調査・分析及び評価

（１）徳島市立地適正化実施計画（現行体系図）

（参考）
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５．計画の調査・分析及び評価

新ホール
建設予定地

徳島市役所

徳島駅前
再開発ビル

富田幼稚園
（認定こども園
の建設予定地）

富田保育所

■基幹事業（既存建造物活用事業）
徳島市まちづくり協働プラザ

■基幹事業（公園）
寺島公園の再整備

■基幹事業（地域生活基盤施設）
立体遊歩道の整備

■基幹事業（高質空間形成施設）
市役所前公園の空間整備

■基幹事業（誘導施設）
認定こども園の整備

○関連事業
事業主体：徳島県、徳島市
徳島文化芸術ホール（仮
称）整備事業
事業主体：徳島県
青少年センタ―機能移転
事業主体：新町西地区市街
地再開発組合新町西地区市
街地再開発事業
事業主体：徳島市、民間事
業者
徳島駅前再生事業

N

:  都市再生整備計画の区域

:  都市機能誘導区域

: 居住誘導区域

:  ■基幹事業

: □提案事業

: ○関連事業
（参考）

□提案事業（事業活用調査）
人流データ分析

□提案事業（地域創造支援事業）
中心市街地出店支援事業

□提案事業（まちづくり活動推進
事業）
リノベーションまちづくり推進事
業

□提案事業（まちづくり活動推進
事業）
デマンド交通の実証実験

阿波おどり会館

新町西地区
市街地再開
発事業

（２）徳島都心地区都市構造再編集中支援事業の概要（第２回変更／令和６年度事業）

（参考）

37



５．計画の調査・分析及び評価

５－５ 計画の見直し検討について

「４．計画策定時と現状の比較（５）バス停別運行本数」

において、広域バス路線の整理・再編により、川内・応神地域及び加茂名地区において、居住促進区域設定の

条件に該当しない区域が発生しています。

しかし、当該地域・地区は、すでに居住地域として市街地が形成され、人口の減少もみられません。

以上のことから、今回の改定では、居住促進区域の見直しは行いません。

ただし、急激な人口減少や公共交通サービスの状況なども踏まえ、次回改定時以降に、条件や区域の見直し

を検討します。

「４．計画策定時と現状の比較（参考２）洪水・津波リスクの低い区域」

において、想定最大規模（Ｌ２）の洪水が発生した場合、市街化区域のほぼ全域が居住促進区域設定の条件に

該当しない区域となります。

しかし、洪水等の水害は、警戒避難体制や避難環境の整備・充実を進めることにより、事前の避難が可能で

あると考えられます。

また、円滑な避難を実現するための防災・減災対策を「防災指針」に位置づけ、被害を最小限に抑えるまち

づくりを目指していきます。

以上のことから、今回の改定では、居住促進区域の見直しは行いません。

ただし、防災・減災対策の進捗状況によっては、次回改定時以降に、条件や区域の見直しを検討します。
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（１）居住促進区域



５．計画の調査・分析及び評価

５－５ 計画の見直し検討について

都市機能誘導区域は、都市の居住者に対する生活サービスの効率的な提供を図るため、医療、福祉、商業な

どの都市機能の誘導を図るべき区域です。

また、誘導施設は、まちづくり方針、目指す都市の将来像、地域の特性、市民ニーズ及び当該施設の立地

状況などを総合的に勘案して設定します。

計画策定時に、誘導施設として存していたものは、現在も概ね維持できていますが、新設の施設となると、

都市機能誘導区域内に計画のとおり誘導が進んでいない状況です。

計画策定から、まだ５年経過であることから、今回の改定では都市機能誘導区域及び誘導施設の見直しは行

いませんが、今後も慎重に社会経済情勢等の変化を注視し、次回改定時以降に、必要があれば都市機能誘導区

域や誘導施設の見直しを検討します。
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（２）都市機能誘導区域及び誘導施設



６．届出制度の運用状況

都市再生特別措置法第88条及び第108条の規定により、居住促進区域外における一定規模以上

の住宅の開発・建築行為や都市機能誘導区域外における誘導施設の開発・建築行為などを行おう

とする場合、市町村に届出が必要となります。

年度別届出件数

（１） 現行計画における届出制度の運用状況
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（件数）

届出区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

居住促進区域外における届出 21 16 24 28

住宅の建築目的の開発行為 14 10 14 13

住宅の建築行為 7 6 10 15

都市機能誘導区域外における届出 5 1 2 1

誘導施設の建築目的の開発行為 1 0 0 0

誘導施設の建築行為 4 1 2 1

合計 26 17 26 29



６．届出制度の運用状況

• 「届出制度」は、居住促進区域外における住宅開発の動きや、都市機能誘導区域外における

誘導施設の建築の動きなどを把握することを目的としているため、都市機能誘導区域内への

施設の誘導や居住促進区域内への人口の流出入を読み取ることはできません。

• 届出件数は大きく変動することなく推移していることから、計画策定後も、新たに居住促進

区域外で居住する傾向が一定数存在することが推測されます。

• 今後、集約型都市構造の構築に向けて、緩やかな誘導を促す取組を検討する必要があります。

（２） 現行計画における届出制度の運用状況のまとめ
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